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背景

 日本の人口・世帯数は減少基調にある
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出典）国土交通省「国土の
長期展望」中間とりまとめ

背景

 人口増加期：住宅地の拡大（都心から40km超）

3出典）国土地理院撮影の空中写真（1978年撮影、入間郡毛呂山町）」

通勤路線

背景

 人口減少期：空き家、中古住宅、市街地の維持

 市街地の形状は縮小していない

4出典）地図データ: Google、ZENRIN（現在、入間郡毛呂山町付近）

通勤路線

背景

 空き地・空き家が増加

 課題：住宅の供給・品質確保のあり方

5出典）総務省「平成25年住宅・土地統計調査の解説」

本研究の構成

 人口減少時代：過去に拡大した都市空間（住宅）
の一部しか活用する需要がない

①所有権放棄コスト、長期優良住宅

②都心からの距離帯と市場滞留期間

③建物特性・立地条件と需給バランス
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中古市場
使用しなくなった住宅
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①人口減少期における持ち家

所有権放棄コスト、長期優良住宅
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①論点

 所有権放棄が困難

 住宅のみの放棄はできず、他の金融資産を含む全資産を
放棄する必要あり

 所有を続ける場合は、永久に固定資産税や維持管理の負
担から逃れられない

長期優良住宅 長期優良住宅

 比較的大きな初期投資が必要

 従来よりも長期間にわたり高い効用水準をもたらす

 税率や助成等の面で、都市内の立地によらず優遇
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①モデル
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①均衡

 人口増加期に建設される住宅のタイプ

 人口減少期の均衡価格

H(s, s+1)

L(s,s+1) L(s)

価格

都心からの距離
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L(s+1)

H(s+1)

価格

都心からの距離

①家賃・価格



都心まで交通費
長期優良住宅
の追加的効用

維持管理費用 放棄の延期

11放棄

価格

維持管理費用 放棄の延期

将来の放棄

家賃 維持管理費用

都心まで交通費
長期優良住宅
の追加的効用

①社会厚生
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長期優良住宅
への補助金
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②需要縮小地域における中古住宅市場の
市場滞留期間

都心からの距離帯と市場滞留期間
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②論点

 市場滞留期間

 住宅を売りに出してから売れるまでの期間

 需要量と市場滞留期間の単調な関係（Novy‐Marx, 2009）

 潜在的な売り手が市場に参入するかどうか

 遠郊では、需要が小さい一方、中古住宅市場で売却され
うる不要な住宅が多い
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②対象地域

 埼玉県内、東武東上線沿線（世帯減少地区が多い：三宅
ほか, 2014）

 中古戸建住宅取引データ：At home㈱提供、2011‐2014年

 都心から遠く離れる（地域IV‐V）ほど、住宅の放棄率が
高い
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地域
放棄住宅数 空家数 放棄率 (%)

I 4,445 14,770 30.1

II 3,650 17,505 20.9

III 2,055 9,860 20.8

IV 2,870 6,850 41.9

V 1,920 3,930 48.9

住宅・土地統計調査（2008、2013年）より作成

②市場滞留期間の累積分布

地域
サンプル

市場滞留期間の各パーセンタイ

ル値（日）

 都心に近い地域Iに加え、都心から離れた地域IVでも市場
滞留期間が短い

 都心から最も遠い地域Vでは、市場滞留期間が最も長い
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地域
数

ル値（日）

25% 50% 75%

I 334 0.0 40.0 124.5

II 431 0.0 62.0 151.0

III 309 0.0 58.0 159.0

IV 126 0.0 31.5 124.3

V 122 1.3 79.5 160.0

②理論的な分析



低価格の市場のTOM 高価格の市場のTOM
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低価格（L） 高価格（H）

③東京大都市圏郊外の中古住宅市場にお
ける需給バランス

建物特性・立地条件と需給バランス
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③論点

 中古住宅市場

 中古住宅を売却し新たな世帯の流入が生じている地域

 その対象となる物件の特徴

需給バランス
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市場環境を表す変数群（E）
建物特性を表す変数群（B）
立地条件を表す変数群（R）

需給バランス
（価格、市場滞留期間）

③分析手法



立地
条件

建物
特性

←最初の掲載価格
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立地
条件

建物
特性

市場
環境

マーク
アップ率

←売却価格の期待値

③需給バランス

 各特徴量・各距離帯

特徴量 距離帯 
10–20km 20–30km 30–40km 40–50km 50–70km 

敷地面積 50m2未満 
敷地面積 250m2以上 - -  + ++ 

築年数 5 年未満 +

築年数 30 年以上 + +  

最寄り駅までバス便利用 - - -  

最寄り駅まで 10 分未満 + +  + 

最大傾斜角 10 度以上 -

近郊
全体

遠郊
全体
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最大傾斜角 10 度以上   

高齢化率 25%以上  +

戸建持ち家地区  - - - - - 

1960 年 DID +

2010 年 DID + + + + - 

第一種低層住居専用地域 + + 

市場の供給に対する需要 - - - + ++ 

低 高

++（- -）： 価格・市場滞留期間の両者が有意に需要が高い（低い）状態
+（-）： 片方のみが有意に需要が高い（低い）状態
その他の場合：基準

近郊
全体

遠郊

遠郊

③考察

 全体

 人口・世帯数の減少（増加）地区の特徴を満たす場合は、
中古住宅の購入需要も低下（上昇）

 都心から比較的近い地域（概ね30km圏内）

 条件不利と考えられる中古住宅であっても需要が存在

都心への通勤が可能 子供を持つ若年世帯が規模の都心への通勤が可能、子供を持つ若年世帯が規模の
大きな住宅を安価に購入可能、近居需要

 都心から遠く離れた地域（概ね50km以遠）

 人口・世帯数が減少する中、条件不利と考えられる中古
住宅に対する需要が縮小

価格を下げることで市場滞留期間が短くなっている
場合もある
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まとめ

 人口減少期における住宅所有に係る理論モデルの
構築

 所有権放棄が困難であるために賃貸が重要な選択肢、長
期優良住宅の立地誘導の必要性

 都心からの距離帯と中古住宅の市場滞留期間との
関係の分析関係の分析

 需要縮小地域では売却を諦める世帯が多く、かえって流
動性が高く観察される場合がある

 建物の特性・立地条件と中古住宅市場の需給バラ
ンスとの関係の分析

 都心から比較的近い地域における需要の存在、戸建持ち
家地区等に立地する中古住宅への需要が縮小し特に市場
滞留期間が長期化
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政策の方向性

 郊外部では劣化の早い住宅の建設により、一時的
な人口増加に対応することが社会的に最適
 長期優良住宅の認定を行う空間的範囲の連動

 近郊：中古住宅の流通による既存住宅地の循環の
可能性
 リフォームに係る性能評価等の促進策

 空き家の有効活用＋新規転入層となる若年世帯（高額な新築住宅
の購入、狭小の賃貸住宅に代わる新たな選択肢）にメリット

 遠郊：賃貸としての活用が見込まれない場合には、
住宅需要の縮小は避けられない
 維持すべき市街地の峻別、一部の地区では縮退を円滑に進める

 空き家保有に係る費用の負担：相続等を経て所有者不明になる前の
段階で、周辺住民による土地の利用・管理等について合意を得る

24

発表1




